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公立大学法人大分県立看護科学大学期限付雇用職員就業規則

平成１８年 ４月 １日

規程第 ２４ 号

（目的）

第１条 この規則は、公立大学法人大分県立看護科学大学職員就業規則（以下「職員就業規則」

という。）第２条３項の規定により、公立大学法人大分県立看護科学大学（以下「本学」という。）

に勤務する期限付雇用職員の勤務条件、服務規律その他就業に関し必要な事項を定めるもので

ある。

２ この規則に定めのない事項については、労働基準法（昭和２２年法律第４９号。以下「労基

法」という。）その他の関係法令の定めるところによる。

（定義）

第２条 この規則において期限付雇用職員とは、次に掲げる者をいう。

（１）日給職員

ア 臨時職員 期間を定めて雇用され、１週間の所定勤務時間が職員就業規則第２条に

規定する職員（以下、「一般職員」という。）と同様で、給料が日給で支給される者をいう。

イ 非常勤職員 期間を定めて雇用され、１週間の所定勤務時間が一般職員より短く、

給料が日給で支給される者をいう。

ウ 学術研究員 期間を定めて雇用され、１週間の所定勤務時間が職員就業規則第２条に

規定する職員（以下、「一般職員」という。）と同様で、給料が日給で支給される研究員を

いう。

（２）時給職員

期間を定めて雇用され、１週間の所定勤務時間が一般職員より短く、給料が時給で支給さ

れる者をいう。

２ 前項第２号の時給職員の勤務条件、服務規律その他就業に関し必要な事項については別に定

める。

（規則の遵守）

第３条 本学及び日給職員は、誠意をもってこの規則を遵守しなければならない。

（採用）

第４条 日給職員の採用は、選考によるものとする。

（勤務条件の明示）

第５条 本学は、採用しようとする日給職員に対し、あらかじめ、次の事項を記載した文書を交

付するものとする。

（１）給与（第２条に規定する給料及び第１８条に規定する手当をいう。以下同じ。）及び社会

保険に関する事項

（２）勤務場所及び従事する業務に関する事項

（３）労働契約の期間に関する事項

（４）始業及び終業の時刻、所定勤務時間を超える労働の有無、休憩時間、休日並びに休暇に

関する事項

（５）退職に関する事項（解雇の事由を含む。）
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（提出書類）

第６条 日給職員として採用された者は、次の書類を速やかに本学に提出しなければならない。

ただし、本学が提出を要しないと認めた場合は、一部を省略することができる。

（１）履歴書（写真貼付）

（２）健康診断書（３か月以内のもの）

（３）その他本学が必要と認める書類

２ 前項の提出書類の記載事項に異動があったときは、日給職員は、所定の書類により、その都

度速やかに届けなければならない。

３ 日給職員が、これら届出を遅滞した場合、届出をしなかった場合又は虚偽の届出をした場合

において、本人が本学から不当な利益を得たことが発覚したときは、速やかに差額分全額を本

学に返還しなければならない。また悪質と認められた場合は、所定の手続に基づき、懲戒処分

とする。

（提出書類の利用目的）

第７条 本学は、本規則及び関連諸規程に基づき提出された書類を、次の目的のため利用する。

（１）採用の決定

（２）配属先の決定

（３）給与の決定

（４）給与の支払いに必要な手続

（５）社会保険の加入・変更等に必要な手続

（６）健康管理

（７）表彰・懲戒

（８）退職・解雇

（９）災害補償

（１０）前各号のほか、本学の諸規定を実施するために必要な事項

（契約期間）

第８条 日給職員の契約期間は、その契約の初日から同日の属する年度の末日までの期間の範囲

内で個別に定める。

２ 前項の期間は、これを更新することができることとし、原則として、その期間は継続して５

年を超えることはできない。ただし、科学研究費補助金等の外部資金により本学が行う特定の

研究プロジェクト等に従事する学術研究員については、当該研究プロジェクト等の継続する期

間とする。

（無期労働契約への転換）

第８条の２ 前条第２項の規定にかかわらず、期間の定めのある労働契約で雇用する日給職員の

うち、通算契約期間が５年を超える者は、無期労働契約転換申込書（第１号様式）で申し込む

ことにより、現在締結している有期労働契約の契約期間の末日の翌日から、期間の定めのない

労働契約での雇用に転換することができる。

２ 理事長は、前項の申請を受理したときは、無期労働契約転換申込み受理通知書（第２号様式）

を交付するものとする。

３ 前項の通算契約期間は、平成２５年４月１日以降に開始する有期労働契約の契約期間を通算

するものとし、現在締結している有期労働契約については、その末日までの期間とする。ただ

し、労働契約が締結されていない期間が連続して６ヶ月以上ある日給職員については、それ以
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前の契約期間は通算契約期間に含めない。

４ この規則に定める労働条件は、第１項の規定により期間の定めのない労働契約での雇用に転

換した後も引き続き適用する。ただし、無期労働契約へ転換した日給職員に係る定年は、満

６５歳とし、定年に達した日の属する年度の末日をもって退職とする。

（退職）

第９条 日給職員は、次の各号の一に該当するときは、当該各号に定める日をもって退職したも

のとする。

（１）退職を申し出たとき 本学が退職日と認めた日

（２）労働契約の期間が満了したとき 労働契約期間満了の日

（３）死亡したとき 死亡日

（４）公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する公職に就任したとき 就

任の前日

（５）行方不明となったとき 行方不明となった日の翌日から起算して３０日を経過した日

（自己都合による退職手続）

第１０条 日給職員が退職しようとするときは、退職を予定する日の３０日前までに文書をもっ

て本学に願い出るものとする。ただし、本学が特に認めた場合はこの限りではない。

（解雇）

第１１条 日給職員が次の各号の一に該当する場合は、解雇することができる。

（１）勤務成績が著しく良くない場合

（２）心身の故障のため職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合

（３）経営上又は業務上やむを得ない場合

（４）その他職務に必要な適格性を欠く場合

２ 日給職員が次の各号の一に該当する場合は、解雇する。

（１）成年被後見人又は被保佐人となった場合

（２）禁錮以上の刑に処せられた場合

（３）日本国憲法又はその下に成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団

体を結成し、又はこれに加入した場合

３ 前２項の取扱いについては、一般職員の例による。

（解雇制限）

第１２条 解雇制限については、労基法第１９条の定めるところによる。

（解雇予告）

第１３条 解雇の予告については、労基法第２０条の定めるところによる。

（退職時の責務）

第１４条 本学を退職し、又は解雇された日給職員は、保管中の備品、書類その他すべての物品

を速やかに返還しなければならない。

（退職証明書の交付）

第１５条 退職時等の証明については、労基法第２２条の定めるところによる。
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（給与の決定及び支払）

第１６条 日給職員の給与は、職務内容及び職務態様により別に定める。

２ 給与は、月の初日から末日までの分を翌月の１０日（その日が日曜日、土曜日又は休日に当

たるときは、その日後において、その日に最も近い日曜日、土曜日又は休日でない日）に支給

する。

（給与の支払方法）

第１７条 給与は、通貨によって直接本人に支払う。ただし、日給職員が希望し、本学が承認し

た場合は、本人が指定した本人名義の預金口座に振り込むことによって支払うものとする。

（諸手当）

第１８条 諸手当は、次に掲げるとおりとする。

（１）第２２条に規定する勤務時間を超えて勤務した場合、または第２３条に規定する週休日若しく

は第２４条に規定する休日に勤務した場合、一般職員の例により計算した時間外勤務手当

（２）一般職員の例により計算した通勤手当

（３）一般職員の例により定める大学院研究指導手当

（４）一般職員の例により定める大学入学共通テスト業務手当

（５）期末手当基礎額に１００分の１２５を乗じて得た額に、その者の期末手当の算定基礎とな

る在職期間に応じ、一般職員の例により定める割合を乗じて得た額の期末手当

（６）勤勉手当基礎額に１００分の１０５を乗じて得た額に、その者の勤勉手当の算定基礎とな

る在職期間に応じ、一般職員の例により定める割合を乗じて得た額の勤勉手当

２ 前項第５号及び第６号に規定する期末手当の額及び勤勉手当の額並びに支給方法については、同

号に規定するもののほか、一般職員の例による。

（給料の減額）

第１９条 日給職員が、勤務時間が割り振られた時間の全部又は一部について勤務しないとき（日

給職員が第２８条に規定する年次有給休暇及び第２９条第１項に規定する有給休暇を承認され

た場合を除く。）は、その勤務しない１時間につき、次条に規定する勤務１時間あたりの給料額

を減額して給料を支給する。

（勤務１時間あたりの給与額の算出）

第２０条 前条に規定する勤務１時間あたりの給料額は、給料の日額を１日の勤務時間数で除し

て得た額とする。

２ 前項に規定する１時間当たりの給料額に、５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、

５０銭以上１円未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げるものとする。

（遵守事項）

第２１条 日給職員は、次の事項を守らなければならない。

（１）法令及び本学が定める規則、規程等を遵守し上司等の指示に従い、職場の規律を保持し、

互いに協力して、その職務を遂行しなければならない。

（２）本学の名誉若しくは信用を傷つけ、その利益を害し、又は職員全体の不名誉となるよう

な行為をしてはならない。

（３）職務上の地位を私的に利用してはならない。
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（４）職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならず、また退職後も同様とする。ただし、

法令による証人等となり、職務上の秘密に属する事項を発表する場合において、本学の許可

を受けた場合はこの限りでない。

（５）本学の敷地及び施設内（以下「学内」という。）で、喧騒、その他秩序・風紀を乱す行為

をしてはならない。

（６）本学の許可なく、学内で集会、演説、宣伝または文書画の配付、回覧、掲示その他これ

に準じる行為をしてはならない。

（７）前各号のほか、日給職員の服務については、一般職員の例による。

（勤務時間等）

第２２条 日給職員の勤務日数、勤務時間及び休憩時間は、次のとおりとする。

（１）臨時職員 一般職員の例による。

（２）非常勤職員 勤務日数は１か月当たり１８日、１日の勤務時間は午前９時から午後５

時までとし、その間に６０分の休憩時間を置くものとする。

（３）学術研究員 一般職員の例による。

２ 本学は、業務の都合上必要があると認められる場合は、勤務日数、勤務時間及び休憩時間を

変更することができる。

（週休日）

第２３条 土曜日及び日曜日は、週休日（勤務時間を割り振らない日をいう。以下同じ。）とする。

２ 前項にかかわらず、日給職員は、週休日に勤務を命じられることがある。

３ 前項により週休日に勤務した場合の振替等については、一般職員の例による。ただし、振替

期間は、第８条に定める契約期間の範囲内とする。

（休日）

第２４条 日給職員の休日は、次のとおりとし、正規の勤務時間（第２２条に規定する勤務時間

をいう。以下同じ。）においても勤務することを要しない。

（１）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日

（２）１２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号による休日を除く。）

２ 前項にかかわらず、日給職員は、休日に勤務を命じられることがある。

３ 休日の代休日については、一般職員の例による。ただし、代休の指定期間は、第８条に定め

る契約期間の範囲内とする。

（通常の勤務場所以外の勤務）

第２５条 日給職員は、業務の都合上必要があると認められる場合は、通常の勤務場所を離れて

勤務することを命じられることがある。

２ 日給職員が前項による勤務をした場合において、当該勤務の勤務時間を算定し難い場合の取

扱いについては、一般職員の例による。

（勤務時間以外の勤務等）

第２６条 日給職員は、業務の都合上必要があると認められる場合は、労基法第３６条に基づく

協定の定めるところにより、正規の勤務時間外又は週休日若しくは休日勤務を命じられること

がある。

２ 前項の規定により勤務を命じられた時間が、第２２条に規定する勤務時間を通じて８時間を
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超えるときは、個別に定める休憩時間にかかわらず、１時間の休憩時間（所定勤務時間の途中

におかれる休憩時間）を勤務時間の途中に置かなければならない。

３ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第

７６号。以下「育介法」という。）第１７条又は第１８条の規定により、小学校就学前の子の養

育又は家族（育介法第２条に定める対象家族をいう。以下同じ。）の介護を行う職員が請求した

場合は、業務の正常な運営を妨げる場合を除き、１か月に２４時間、１年に１５０時間を超え

て第１項に規定する勤務を命じないものとする。

４ 妊娠中または出産後１年を経過しない女性日給職員が請求した場合は、第１項に規定する勤

務を命じないものとする。

５ 日給職員は、業務の都合上必要があると認められる場合は、深夜（午後１０時から午前５時

まで）の勤務を命じられることがある。

６ 育介法第１９条又は第２０条の規定により、小学校就学の始期に達するまでの子の養育又は

要介護状態にある家族の介護を行う日給職員若しくは妊娠中又は出産後１年を経過しない女性

日給職員が請求した場合は、業務の正常な運営を妨げる場合を除き、前項に規定する時間に勤

務させてはならない。

（災害時等の勤務）

第２７条 日給職員は、災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要がある場合

は、その必要限度において、正規の勤務時間外又は週休日若しくは休日勤務を命じられること

がある。この場合においては、労基法第３３条第１項の手続を必要とするものとする。

（年次有給休暇）

第２８条 日給職員に付与する年次有給休暇の日数は、採用初年度の者及び採用２年度目以降の

者であって前年度の全勤務日の８割以上出勤した者について、別表第１に掲げる区分に応じ、

それぞれの継続勤務年数別に掲げる日数とする。

２ 一会計年度における任期が６か月未満となる日給職員（採用初年度における採用の日から現

に採用されている任期の末日までの間が６か月以上である者を除く。）に付与する年次有給休暇

の日数は、前項の規定にかかわらず、当該日給職員の当該年度の勤務日数に応じて、別表第１

に掲げる区分ごとに、同表の継続勤務年数の部の初年度の項に掲げる日数に当該年度の雇用予

定月数を乗じて得た数を６で除して得た日数（１未満の端数がある場合は、これを切り捨てた

数）とする。この場合において、当該年度内の雇用予定月数は、任期の総日数を３０で除して

得た数（１未満の端数がある場合は、これを切り捨てた数）とする。

３ 年次有給休暇（この項の規定により繰り越されたものは除く。）は、一の年において付与され

た日数を限度として、当該年の翌年に繰り越すことができる。

４ 本学は、年次有給休暇を、日給職員の請求する時季に与えなければならない。ただし、請求

された時季に年次有給休暇を与えることが業務の正常な運営を妨げる場合においては、他の時

季に与えることができる。

５ 第１項又は第２項の年次有給休暇が１０日以上与えられた労働者に対しては、前項の規定に

かかわらず、付与日から１年以内に、当該日給職員の有する年次有給休暇のうち５日について、

日給職員の意見を聴取し、その意見を尊重した上で、あらかじめ時季を指定して取得させる。

ただし、第５項の規程による年次有給休暇を取得した場合においては、当該取得した日数分を

５日から控除するものとする。

６ 第１項から第３項の年次有給休暇は、時間を単位として与えることができる。この場合にお

いて、時間を単位として与えられた年次有給休暇を日に換算するときは、臨時職員及び学術研
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究員においては７時間４５分、非常勤職員においては７時間をもって１日とする。

（年次有給休暇以外の休暇）

第２９条 日給職員に対し、別表第二左欄に掲げる原因に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる期

間の有給の休暇を与えるものとする。

２ 日給職員に対し、別表第三左欄に掲げる原因に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる期間の無

給の休暇を与えるものとする。

（休暇の請求等の手続）

第３０条 日給職員の休暇の請求等の手続は、一般職員の例による。

（育児休業、出生時育児休業又は育児部分休業）

第３１条 日給職員のうち、その養育する子が１歳に達する日（以下「１歳到達日」という。）を

超えて引き続き雇用されることが見込まれる者（当該子の１歳到達日から１年を経過するまで

の間に、その労働契約の期間が満了し、かつ、当該労働契約の更新がないことが明らかである

者は除く。）は、本学に申し出ることにより、その１歳に満たない子を養育するため育児休業を

することができる。

２ 日給職員のうち、 出生時育児休業の申出時点において、その養育する子の出生日又は出産予

定日のいずれか遅い方から起算して８週間を経過する日の翌日から６か月を経過する日までに労働

契約期間が満了し、更新されないことが明らかなでない者は、本学に申し出ることにより、当該の

子を養育するため出生時育児休業をすることができる。

３ 日給職員は、その養育する３歳に満たない子について、本学に申し出ることにより、育児部

分休業をすることができる。

４ 前２項の休業期間中、給与は支給しない。

５ その他取扱いに関し必要な事項は、一般職員の例による。

（介護休業又は介護部分休業）

第３２条 日給職員のうち、介護休業開始予定日から起算して９３日を経過する日（以下「９３

日経過日」という。）を超えて引き続き雇用されることが見込まれる者（９３日経過日から１年

を経過するまでの間に、その労働契約の期間が満了し、かつ、当該労働契約の更新がないこと

が明らかである者は除く。）は、本学に申し出ることにより、その要介護状態にある家族を介護

するため介護休業又は介護部分休業をすることができる。

２ 前項の休業期間中、給与は支給しない。

３ その他取扱いに関し必要な事項は、一般職員の例による。

（出張）

第３３条 日給職員の出張及び旅費については、赴任旅費を除き、一般職員の例による。

２ 旅費の支払方法は、第１７条に準じる。

（懲戒）

第３４条 日給職員が次の各号の一に該当する場合は、懲戒処分を行う。

（１）職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合

（２）正当な理由がなく無断欠勤をした場合

（３）正当な理由がなくしばしば遅刻、早退する等勤務を怠った場合
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（４）故意又は重大な過失により本学に損害を与えた場合

（５）窃盗、横領、傷害等の刑法犯に該当する行為があった場合

（６）本学の名誉又は信用を著しく傷つけた場合

（７）素行不良で本学の秩序又は風紀を乱した場合

（８）経歴を故意に偽った場合

（９）その他法令及び本学が定める規則、規程等に違反し、又は前各号に準じる行為があった

場合

２ 懲戒は、前項各号に掲げる非違行為の程度に応じ、一般職員の例により行う。

（訓告等）

第３５条 前条に規定する場合のほか、服務を厳正にし、規律を保持するため必要がある場合は、

訓告又は厳重注意を行うことができる。

（損害賠償）

第３６条 日給職員が故意又は重大な過失により本学に損害を与えた場合は、前２条の規定によ

る懲戒処分又は訓告等の有無にかかわらず、その損害の全部又は一部を賠償させることができ

る。

（安全、衛生及び健康の確保に関する措置）

第３７条 本学は、日給職員の心身の健康増進と危険防止のために必要な措置をとらなければな

らない。

２ 日給職員は、安全、衛生及び健康の確保について、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７

号）その他の関係法令のほか、上司等の命令に従うとともに、本学が行う安全及び衛生に関す

る措置に協力しなければならない。

３ その他安全、衛生及び健康の確保に関する取扱いについては、一般職員の例による。

（災害補償）

第３８条 日給職員の業務上及び通勤途上における災害については、労基法及び労働者災害補償

保険法（昭和２２年法律第５０号）の定めるところによる。

（その他）

第３９条 その他日給職員の就業に関して必要な事項は別に定める。

附 則

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則

この規則は、平成２３年１月１日から施行する。

附 則

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。

附 則

この規則は、平成２６年６月２４日から施行する。ただし、改正後の第１８条第１項第３号及び
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第４号の規則は、平成２６年４月１日から適用する。

附 則

この規則は、平成２７年１０月１日から施行する。

附 則

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。

２ 改正後の規則第８条の２第３項の規定の適用については、定年を超えて雇用する日給職員に

あっては、無期労働契約へ転換した年度の末日をもって退職とする。

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。

附 則

この規則は、令和４年４月１日から施行する。

附 則

この規則は、令和４年５月１日から施行する。

附 則

この規則は、令和４年１０月１日から施行する。

附 則

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。

（定年に関する経過措置）

２ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第８条の２第３項の規定の適

用については、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同項中「６５歳」とあるのはそれぞ

れ同表の右欄に掲げる字句とする。

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６１歳

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２歳

令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３歳

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４歳

（情報の提供及び勤務の意思の確認）

３ 理事長は、当分の間、無期雇用職員が年齢６０歳に達する日の属する年度の前年度（以下こ

の項において「情報の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度」という。）（情報の提供及び

勤務の意思の確認を行うべき年度に無期雇用職員でなかった者で、当該情報の提供及び勤務の

意思の確認を行うべき年度の末日後に採用された職員（異動等により情報の提供及び勤務の意

思の確認を行うべき年度の末日を経過することとなつた職員（以下この項において「末日経過

職員」という。）を除く。）にあっては、当該無期雇用職員が採用された日から同日の属する年

度の末日までの期間、末日経過職員にあっては、当該無期雇用職員の異動等の日が属する年度

（当該日が年度の初日である場合は、当該年度の前年度））において、当該無期雇用職員に対し、
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当該無期雇用職員が年齢６０歳に達する日以後に適用される任用及び給与に関する措置の内容

その他の必要な情報を提供するものとするとともに、同日の翌日以後における勤務の意思を確

認するよう努めるものとする。

附 則

１ この規則は、令和５年１２月２０日から施行する。

２ 第１８条第１項第５号の規定は、令和５年１２月１日から適用する。

（給与の内払）

３ 改正後の期限付雇用職員就業規則の規定を適用する場合においては、改正前の期限付雇用職員

就業規則の規定に基づいて支給された給与は、改正後の期限付雇用職員就業規則の規定による給

与の内払とみなす。

附 則

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。

附 則

１ この規則は、令和６年１２月１８日から施行する。

２ 第１８条第１項第５号の規定は、令和６年１２月１日から適用する。

（給与の内払）

３ 改正後の期限付雇用職員就業規則の規定を適用する場合においては、改正前の期限付雇用職員

就業規則の規定に基づいて支給された給与は、改正後の期限付雇用職員就業規則の規定による給

与の内払とみなす。

附 則

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。

別表第一（第２８条関係）

区 分 臨時職員 非常勤職員

学術研究員

継 初年度 １０日 １０日

続 ２年度 １１日 １０日

勤 ３年度 １２日 １０日

務 ４年度 １４日 １０日

年 ５年度 １６日 １２日

数 ６年度 １８日 １３日

７年度以上 ２０日 １５日

別表第二（第２９条第１項関係）

原 因 休暇の期間
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一 選挙権その他公民としての権利を行使する場 必要と認められる日又は時間

合

二 風水震火災その他非常災害により交通が遮断 必要と認められる日又は時間

された場合

三 裁判員、証人、鑑定人、参考人等として国会、 必要と認められる日又は時間

裁判所、地方公共団体の議会その他官公署へ出

頭する場合で、その勤務しないことがやむを得

ないと認められる場合

四 日給職員の親族が死亡した場合で、当該日給 一般職員の例による

職員が葬儀、服喪その他の親族の死亡に伴い必

要と認められる行事等のため勤務しないことが

相当であると認められるとき

五 不妊治療に係る通院等のため勤務しないこ 一の年度（四月一日から翌年の三月三十一

とが相当であると認められる場合 日までをいう。以下同じ。）において五日

（当該通院等が体外受精その他の理事長が

定める不妊治療に係るものである場合にあ

っては、十日）

六 六週間（多胎妊娠の場合にあっては、十四 出産の日までの申し出た期間

週間）以内に出産する予定の女性の職員（以下

「女性職員」という。）が申し出た場合

七 女性職員が出産した場合 出産の日の翌日から八週間を経過する日ま

での期間（産後六週間を経過した女性職員

が就業を申し出た場合において、医師が支

障がないと認めた業務に就く期間を除く。）

八 配偶者が出産する場合 配偶者の出産に係る入院の日から出産日以

後二週間を経過する日までの間において二

日（勤務日ごとの勤務時間の時間数が同一

でない会計年度任用職員にあっては、その

者の勤務時間を考慮し、人事課長の定める

時間）を超えない範囲内でその都度必要と

認める日又は時間

九 配偶者が出産する場合であって、当該出産 出産予定日の六週間（多胎妊娠の場合にあ

に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの っては、十四週間）前の日から出産日以後

子（配偶者の子を含む。）を養育する職員が、こ 八週間を経過する日までの間 において五

れらの子の養育のため勤務しないことが相当で 日

あると認められるとき。

別表第三（第２９条第２項関係）

原 因 休暇の期間

一 公務上の負傷又は疾病のため療養する必要が 必要と認められる期間

あり、その勤務しないことがやむを得ないと認

められる場合

二 負傷又は疾病（公務上のものを除く。）のた 一の年度において、１０日を超えない範囲

め療養する必要があり、その勤務しないことが でその都度必要と認められる期間
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やむを得ないと認められる場合

三 女性職員が生理日における就業が著しく困難 必要と認められる期間

なため勤務しないことがやむを得ないと認めら

れる場合

四 妊娠中又は出産後一年以内の女性職員が、母 妊娠満２３週まで４週間に１回、満２４週

子保健法(昭和四十年法律第百四十一号)第十条 から満３５週まで２週間に１回、満３６週

の保健指導又は同法第十三条の健康診査を受け から分べんまで１週間に１回、産後１年ま

る場合 でその間に１回(医師等の特別の指示があっ

た場合には、いずれの期間についてもその

指示された回数)、１回につき１日の勤務時

間の範囲内で必要と認める時間

五 妊娠中の女性職員が、従事する業務が母体又 その都度必要と認める時間

は胎児の健康保持に影響があるとして、休息し、

又は補食する場合

六 妊娠中の女性職員が通勤に利用する交通機関 正規の勤務時間の始め又は終わりにおい

の混雑の程度が母体又は胎児の健康保持に影響 て、１日を通じて１時間を超えない範囲内

がある場合 でおのおの必要と認める時間

七 妊娠中の女性職員が妊娠障害のため勤務する １４日を超えない範囲内でその都度必要と

ことが困難である場合 認める日又は時間

八 生後１年に達しない子を育てる場合 １日２回各々３０分

九 小学校就学の始期に達するまでの子を養育す １の年度において５日（その養育する小学

る日給職員が、その子の看護（負傷し、又は 校就学の始期に達するまでの子が２人以上

疾病にかかったその子の世話を行うことをい の場合にあっては、１０日）の範囲内の日

う。）又はその子の母子保健法第十二条もしく 又は時間

は第十三条に規定する健康診査、学校保健安

全法（昭和三十三年法律第五十六号）第十一

条に規定する健康診断もしくは予防接種の付

添いのため勤務しないことが相当であると認

められる場合

十 大分県立看護科学大学職員の介護休業等に関 １の年度において５日（対象家族が２人以

する規程第２条第１項に規定する負傷、疾病 上の場合にあっては１０日）を超えない範

又は身体上若しくは精神上の障害により、２ 囲でその都度必要と認める日又は時間

週間以上の期間にわたり常時介護を必要とす

る状態にある家族（以下この項において「対

象家族」という。）を介護する職員が、当該世

話を行うため勤務しないことが相当であると

認められる場合


